
定時株主総会招集ご通知第44回 2020年4月1日～2021年3月31日

証券コード：4644

■第44回定時株主総会における新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について
	 株主さまの安全を第一に考え、株主総会を以下の通り開催させていただきます。
	 何卒ご理解、ご協力のほど、お願い申しあげます。
	 ・	�感染拡大防止を目的とした開催時間の短縮化を図るため、報告事項や決議事項のご説明を

例年よりも短縮させていただきます。
	 ・	株主総会会場においては、マスクの着用とアルコール消毒をお願いいたします。
		�  また受付時には検温をさせていただき、37.5度以上の熱のある方は、入場をお断りさせて

いただきますので、ご了承ください。
		�  その他、株主さまの安全に配慮した感染防止の措置を講じる場合がありますので、ご協力

賜りますようお願い申しあげます。
	 ・	�ご来場なさらずとも議決権を行使いただけるよう、事前行使を是非ご利用ください。
		 （詳細は「第44回　定時株主総会招集ご通知」の5~6頁目をご参照ください。）
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株主の皆さまへ

1

　平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　当社第44回定時株主総会招集ご通知をお届けするにあたり謹んでご挨拶申しあげます。

　創業以来、イマジニアはコンテンツに軸足を置き、時代や技術の変化に合わせて常に新しい事業にチャレンジ
してまいりました。エンターテインメントコンテンツのみならず、教育コンテンツにも力を入れてきたことが一
つの特徴です。現在も、スマートフォンやパッケージなどのゲーム事業、スマートフォンのキャリア主導サービ
ス、中国をはじめとした海外事業、NTTドコモとの共同事業として運営するリベラルアーツメディア「テンミニ
ッツTV」など、多岐にわたって事業を推進しております。

　2021年3月期は、Nintendo Switch向けパッケージソフト「Fit Boxing」が継続的に販売を伸ばし、2020年
9月に全世界累計出荷販売本数100万本を突破しました。同年12月には新作「Fit Boxing 2 -リズム＆エクササ
イズ-」を発売し、シリーズ累計で160万本を突破することができました。これもひとえに株主の皆さまをはじ
め、多くの関係者の皆さまの温かいご支援、ご指導の賜物と心より感謝申しあげます。

　2022年3月期は、主力となったゲーム事業のより一層の充実を目指してまいります。特に「Fit Boxing 2 -リ
ズム＆エクササイズ-」はお客さまより高い評価を得ておりますので、更なる販売本数の増加を目指して販促活動
に力を入れていく予定です。また、引き続き、ビジネス環境の変化や技術の進化にも柔軟に対応し、新たな「ヒ
ットコンテンツ」の創出に取り組んでまいりたいと存じます。

　株主の皆さまにおかれましては、当社の経営及び事業に引き続き変わら
ぬご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。

2021年6月

代表取締役社長兼CEO 澄岡 和憲
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第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）

５名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締

役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与の
ための報酬決定の件
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証券コード 4644
2021年6月2日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿二丁目７番１号

イマジニア株式会社
代表取締役社長 兼 CEO 澄岡 和憲

　
第44回 定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第44回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会につきましては、適切な新型コロナウイルス感染防止策を実施させていただいた上
で、開催させていただくことといたしました。
　ご出席予定の株主の皆さまにおかれましては、株主総会当日までの健康状態にもご留意いただ
き、くれぐれもご無理をなさいませんようお願い申しあげます。また、株主総会当日、東京都に
緊急事態宣言が発令もしくは新宿区がまん延防止重点措置の対象区域とされている場合には、ご
来場をお控えいただくようお願い申しあげます。
　ご来場なさらずとも議決権を行使いただけるよう、インターネットまたは書面による事前行使
を是非ご利用ください。その際には、2021年６月17日（木曜日）午後６時までに行使してくだ
さいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記

1 日 時 2021年６月18日（金曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

2 場 所 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号
住友不動産新宿グランドタワー５階 ベルサール新宿グランドコンファ
レンスセンター
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3 目的事項
報告事項 １．第44期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第44期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）

に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

以 上

●新型コロナウイルスの感染予防の観点から、当日ご出席される株主さまにおかれましては、株主総会開催日時点での流行状況やご自
身の体調をお確かめの上、マスク着用等の感染予防策にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申しあげます。
　また、当日会場において、運営スタッフのマスク着用、株主さまにおけるアルコール消毒液噴霧、検温のためのお声がけ等の措置を
講じる場合もありますので、ご協力くださいますようお願い申しあげます。
●感染予防の観点から株主総会当日、運営スタッフによる会場までの道案内はございません。当日ご出席の株主さまにおかれまして
は、本招集ご通知裏表紙に記載の案内図をご確認いただき、万一ご不明の場合は、お手数をおかけいたしますが、直接会場（ベルサ
ール新宿グランドコンファレンスセンター TEL 03-3362-4792）までお問い合わせください。

●株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上に掲載させていただきま
す。

当社ウェブサイト（アドレス https://www.imagineer.co.jp/）
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についてのご案内
46頁以降の株主総会参考書類をご検討いただき、
以下のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

●株主総会へご出席● ●書面による議決権行使●

株主総会開催日時

2021年６月18日（金曜日）
午前10時

2021年６月17日（木曜日）
午後６時到着分まで

行使期限

同封の議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示いただき、
行使期限までに当社株主名簿管理人に
到着するようご返送ください。

●インターネットによる議決権行使 ●

2021年６月17日（木曜日）
行使期限

重複して行使された議決権の取扱いについて
(１) 書面とインターネットにより二重に議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使として取扱わせ
 ていただきます。
(２) インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取扱わせていただきま
 す。

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。
株主名簿管理人　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

インターネットによる議決権行使について 0120-652-031（9:00～21:00）
0120-782-031（平日9:00～17:00）その他のご照会

同封の議決権行使書用紙をご持参いた
だき、会場受付にご提出ください。
当日は、お時間に余裕を持ってお越し
ください。

議決権行使

午後６時行使分まで
パソコンまたはスマートフォンから、
議決権行使ウェブサイト
https://www.web54.net
にアクセスし、同封の議決権行使書
用紙に記載の議決権行使コード及び
パスワードをご利用のうえ、画面の
案内に従って議案に対する賛否をご
登録ください。

インターネットによる行使方法の
ご案内については次頁をご参照く
ださい。

議決権行使
書

議決権行使
書
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「議決権行使コード・パスワード入力」
による方法

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

https://www.web54.net

同封の議決権行使書用紙
に記載の「議決権行使コー
ド」をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に
記載の「パスワード」をご入
力ください。

スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする

議決権行使ウェブサイトを開く

１

2

各議案について
個別に指示する

全ての会社提案議案 
について「賛成」する3 4

「スマート行使」による方法

議決権行使書

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン用
議決権行使ウェブサイトログインQRコード®」を 
スマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

見本

見本

※ 一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QR
コード®を読み取り、同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使
コード」「パスワード」をご入力いただく必要があります（議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net へ直接アクセスして行使
いただくことも可能です）。

※ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料
金等は株主様のご負担となります。

※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種に
よっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があり
ます。

3

4

※ QRコード®は、株式会社
デンソーウェーブの 
登録商標です。

表示されたURLを開くと
議決権行使ウェブサイト画面が開きます。
議決権行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案の賛否をご入力
ください。

確認画面で問題なければ
「この内容で行使する」ボタン
を押して行使完了

インターネットによる議決権行使のご案内

ウェブサイトへアクセス１

ログイン2

パスワードの入力3
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事業報告（2020年4月1日から2021年3月31日まで）
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第43期
（20/3期）

第44期
（21/3期）

■  売上高 （単位：百万円）

第43期
（20/3期）

第44期
（21/3期）

■  営業利益 （単位：百万円）

第43期
（20/3期）

第44期
（21/3期）

■  経常利益 （単位：百万円）

第43期
（20/3期）

第44期
（21/3期）

■  親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）

5,824

1,132

1,126

778

7,205

1,524

1,423

1,021

1.企業集団の現況に関する事項
　
（1）事業の経過及び成果
　

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から依然として厳しい状況にありま
す。
　当社グループは、創業以来の事業であるコンテンツ事業の更なる成長に向けて、「ビジネス領域の拡大」を更
に進めつつ、それぞれのコンテンツビジネス間のシナジーを生み出し、活用することで「ヒットコンテンツ」の
創出を目指してまいります。
　当連結会計年度におきましては、Nintendo Switch向けタイトルとして全世界で出荷販売本数100万本を達成
した自宅でできる運動ゲーム「Fit Boxing」の最新作「Fit Boxing 2 -リズム＆エクササイズ-」（国内版名称）
を発売し全世界で出荷販売本数60万本を突破、スマートフォン向けゲームではサンエックス株式会社の人気キャ
ラクターである「すみっコぐらし」と農園生活が楽しめる「すみっコぐらし 農園つくるんです」をリリースし
100万ダウンロードを突破しています。また、既存スマートフォン向けゲームでは「メダロットS」「リラックマ
農園」も当連結会計年度において100万ダウンロードを達成しております。
上記の取り組みの結果、売上高7,205,125千円（前年同期比23.7％増）、営業利益1,423,503千円（前年同期
比26.4％増）、経常利益1,524,051千円（前年同期比34.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益1,021,781
千円（前年同期比31.2％増）となりました。
　なお、当連結会計年度より、当社グループの報告セグメントを単一セグメントに変更したため、セグメント別
の記載を省略しております。
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（2）設備投資の状況
　

　重要な設備投資はありません。
　
（3）資金調達の状況

　

　当社は、効率的な資金調達を行うために株式会社みずほ銀行と当座貸越契約を締結しております。
　
（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　

　該当事項はありません。
　
（5）他の会社の事業の譲受けの状況

　

　該当事項はありません。

（6）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　

　該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

（8）対処すべき課題
　

　当社は創業以来の事業であるコンテンツ事業に経営資源を集中し、当該事業の更なる成長により企業価値の
向上を目指してまいります。
　オリジナルやパートナー企業の有力コンテンツを、新しい技術や時代の変化に柔軟に対応しながら当社の強
み・ノウハウを活かして具現化することで、様々なプラットフォームに新たな強力なコンテンツを創出し、当
該事業の更なる成長を図ってまいります。
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第42期
（19/3期）

第41期
（18/3期）

第43期
（20/3期）

（単位：百万円）

第42期
（19/3期）

第41期
（18/3期）

第43期
（20/3期）

（単位：百万円）

第42期
（19/3期）

第41期
（18/3期）

第43期
（20/3期）

第42期
（19/3期）

第41期
（18/3期）

第43期
（20/3期）

（単位：円）

■  売上高 ■  経常利益 

■  親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円） ■  1株当たりの当期純利益 

第44期
（21/3期）

第44期
（21/3期）

第44期
（21/3期）

第44期
（21/3期）

5,164
4,569

5,824

750
857

1,132

503496

778

51.75 52.47

81.16
1,021

1,5247,205

106.46

（9）財産及び損益の状況
　
① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第41期
（18/3期）

第42期
（19/3期）

第43期
（20/3期）

第44期
（当連結会計年度）
（21/3期）

売上高 （百万円） 4,569 5,164 5,824 7,205

経常利益 （百万円） 857 750 1,132 1,524

親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 496 503 778 1,021

1株当たりの当期純利益 （円） 51円75銭 52円47銭 81円16銭 106円46銭

総資産 （百万円） 10,332 10,671 12,039 12,500

純資産 （百万円） 9,398 9,808 10,373 11,059

（注）売上高には消費税等は含まれておりません。
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第41期
（18/3期）

第43期
（20/3期）

（単位：百万円）

第42期
（19/3期）

第41期
（18/3期）

第43期
（20/3期）

（単位：百万円）

第42期
（19/3期）

第41期
（18/3期）

第43期
（20/3期）

（単位：百万円）

第42期
（19/3期）

第41期
（18/3期）

第43期
（20/3期）

（単位：円）

■  売上高 ■  経常利益 

■  当期純利益 ■  1株当たりの当期純利益 

第44期
（21/3期）

第44期
（21/3期）

第44期
（21/3期）

第44期
（21/3期）

5,164
4,565

5,824

535541
630

927
762

909

56.46 55.77
65.70

7,205

976

1,402

101.76

② 当社の財産及び損益の状況
区 分 第41期

（18/3期）
第42期

（19/3期）
第43期

（20/3期）
第44期

（当事業年度）
（21/3期）

売上高 （百万円） 4,565 5,164 5,824 7,205

経常利益 （百万円） 927 762 909 1,402

当期純利益 （百万円） 541 535 630 976

1株当たりの当期純利益 （円） 56円46銭 55円77銭 65円70銭 101円76銭

総資産 （百万円） 10,401 10,769 11,957 12,544

純資産 （百万円） 9,466 9,882 10,232 10,973

（注）売上高には消費税等は含まれておりません。
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（10）重要な親会社及び子会社の状況
　
① 親会社の状況

　

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社SoWhat 9,900千円 50％ スマートフォン向けゲームの企画・開発

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
　

　該当事項はありません。

　

（11）主要な事業内容
　①スマートフォン向けのコンテンツやアプリの提供
　②海外への日本のアニメーション、ドラマの配信
　③オリジナルキャラクターグッズの企画、開発、製造、販売
　④パッケージソフトウェアの企画、開発、製造、販売
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（12）主要な事業所（2021年3月31日現在）
① 当社
本社 東京都新宿区西新宿二丁目7番1号

② 子会社
株式会社SoWhat 本社：東京都港区

（13）使用人の状況（2021年3月31日現在）
　

① 企業集団の使用人の状況
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

コンテンツ事業 105（31）名 ＋17（+3）名

全社（共通） 23（ー）名 +5（ー）名

合 計 128（31）名 +22（+3）名

（注）1．使用人数は就業員数であり、アルバイトは（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
2．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門等に所属している者であります。

② 当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

98（31）名 +10（+3）名 38.1歳 8.1年

（注）使用人数は就業員数であり、アルバイトは（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

（14）主要な借入先の状況（2021年3月31日現在）
　該当事項はありません。

（15）その他株式会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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金融商品取扱業者
％

金融機関

％

外国法人等
％

その他国内法人
％

自己名義株式
％

個人・その他
％

所有者別株式分布状況

4.1

0.9

5.3

45.1

9.9

34.7

2.会社の株式に関する事項（2021年3月31日現在）
　
（1）発行可能株式総数 47,480,000株

（2）発行済株式の総数 10,649,000株

（3）株主数 5,438名

（4）大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ＩＩＢ株式会社 4,400,000株 45.8％

神藏孝之 303,300株 3.1％

株式会社サミット 155,100株 1.6％

東海東京証券株式会社 102,500株 1.0％

有限会社秀インター 100,000株 1.0％

中根昌幸 80,000株 0.8％

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯＫＥＲＳ ＬＬＣ 76,900株 0.8％
ＢＮＹＭ ＳＡ／ＮＶ ＦＯＲ ＢＮＹＭ ＦＯＲ ＢＮＹＭ ＧＣＭ Ｃ
ＬＩＥＮＴ ＡＣＣＴＳ Ｍ ＩＬＭ ＦＥ 72,186株 0.7％

澄岡和憲 67,600株 0.7％

クレディ・スイス証券株式会社 58,000株 0.6％

（注）1．当社は、自己株式を1,051,590株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
　

　該当事項はありません。

（6）その他株式に関する重要な事項
　 該当事項はありません。
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3.会社の新株予約権等に関する事項
　
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

　

　該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等
の状況

　

　該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
　

　該当事項はありません。
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4.会社役員に関する事項
　
（1）取締役の氏名等（2021年3月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 兼 CEO 澄 岡 和 憲

取締役会長ファウンダー 神 藏 孝 之

取締役 笹 岡 繁 博

取締役 小宮山 宏 株式会社三菱総合研究所理事長
信越化学工業株式会社取締役

取締役 曽 根 泰 教
慶應義塾大学名誉教授
公益財団法人松下幸之助記念志財団評議員
日本アカデメイア運営幹事
公益財団法人日本生産性本部評議員

取締役（監査等委員） 荒 竹 純 一 株式会社ホットリンク監査役
日本コープ共済生活協同組合連合会理事

取締役（監査等委員） 大 上 二三雄 エム・アイ・コンサルティンググループ株式会社代表取締役
株式会社トプコン常務執行役員

取締役（監査等委員） 小 林 伸 行
栄伸パートナーズ株式会社代表取締役社長
株式会社東芝社外取締役（監査委員会委員）
株式会社オムテック社外監査役

（注）1．取締役小宮山宏、曽根泰教、荒竹純一、大上二三雄及び小林伸行は、社外取締役であります。
2．当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、内部監査グループを設置し、重要会議への出席を通じて情報収集を行
うほか、当該グループから定期的にヒアリングを行い、監査の実効性を確保していることから、常勤の監査等委員を選定し
ておりません。

3．社外取締役小宮山宏は、東京大学第28代総長として改革に取り組まれた大学経営における豊富な経験に加え、化学工業、地
球環境及び資源・エネルギーなどの幅広い分野での高度で専門的な知識を有しております。なお、当社は同氏を東京証券取
引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の独立役員届出書を提出しております。

4．社外取締役曽根泰教は、慶應義塾大学の教授を務められ、海外の著名な大学での研究員をされた経験から、国内外に幅広い
人脈と高い見識を有しており、当社の経営に対して大所高所からの指導・助言を行うことができ、併せて独立した客観的な
観点からの経営の監督を行うことができると判断しております。なお、当社は同氏を東京証券取引所が指定を義務付ける一
般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の独立役員届出書を提出しております。

5．監査等委員荒竹純一は、弁護士の資格を有しており、企業法務及びコンプライアンスに関する相当程度の知見を有しており
ます。

6．監査等委員大上二三雄は、エム・アイ・コンサルティンググループ株式会社を創業し、代表取締役として、コンサルティン
グ、事業開発、ベンチャー企業投資・育成に取り組まれた経験から経営に関する豊富な知見を有しております。なお、当社
は同氏を東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の独立役員届出書
を提出しております。

7．監査等委員小林伸行は、公認会計士として専門的な知識ならびに長年の経験や他の企業における社外取締役、監査役の経験
も有しております。

8．社外取締役曽根泰教は、2020年６月19日、監査等委員である取締役を退任し、同日、監査等委員でない取締役に就任いた
しました。
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（2）責任限定契約の内容の概要
　

　当社は、社外取締役全員と会社法第427条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約
に基づく賠償責任限度額は、法令が規定する額としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、当社及び当社子会社におけるすべての取締役、監査役、執行役員、重要な使用人等を被保険者とし
た、改正会社法（2021年３月１日施行）第430条の３に規定する役員等賠償責任保険契約（マネジメントリ
スクプロテクション保険契約）を保険会社との間で締結しています。
　当該契約の内容の概要は、以下のとおりです。
・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなった争訟費用及び損害賠
償金等を填補の対象としております。
・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者による犯罪行為
等に起因する損害等については、填補の対象外としています。
・当該契約の保険料は全額当社が負担しています。

（4）取締役の報酬等
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会の決定により定めております。その概要
は以下のとおりです。
　当社取締役の報酬等は、優秀な人材の確保並びに当社グループの企業価値の向上を促す報酬体系とし、取締
役の報酬水準は、職能及び職責に見合い、同業他社の水準等を踏まえたものとすることを基本方針としていま
す。
　具体的な取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等は、金銭による固定報酬及び賞与とし、業績
連動報酬及び非金銭報酬は支給いたしません。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等は、株主総会で承認された報酬限度額の範囲
内で、上記の決定方針に従って取締役会が決定していることから、その内容は上記の決定方針に沿うものであ
ると判断しております。

②取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第39回定時株主総会
において年額300百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議されております。当該
定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は５名（うち、社外取締役は２名）
です。
　監査等委員である取締役の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第39回定時株主総会において年額50百
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万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名です。

③取締役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員
であるものを除く）
（うち社外取締役）

196
(10)

196
(10) ― ― 5

(2)

監査等委員である
取締役
（うち社外取締役）

3
(3)

3
(3) ― ― 4

(4)

（注）1．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2．上記の報酬等の額には、取締役（監査等委員を除く。）への役員賞与60百万円を含めております。
3．上記には2020年６月19日開催の第43回定時株主総会の終結の時をもって監査等委員である取締役を退任した取締役１名が
含まれております。

（5）社外役員に関する事項
①重要な兼職先である法人等と当社の関係

　

・取締役小宮山宏は、株式会社三菱総合研究所の理事長及び信越化学工業株式会社の社外取締役であります。
なお、当社と各社の間には、特別な関係はありません。
・取締役曽根泰教は、公益財団法人松下幸之助記念志財団の評議員、日本アカデメイアの運営幹事及び公益
財団法人日本生産性本部の評議員であります。なお、当社と各団体の間には、特別な関係はありません。
・取締役（監査等委員）荒竹純一は、株式会社ホットリンクの社外監査役及び日本コープ共済生活協同組合
連合会の理事であります。なお、当社と各社との間には、特別な関係はありません。
・取締役（監査等委員）大上二三雄は、エム・アイ・コンサルティンググループ株式会社の代表取締役及び
株式会社トプコンの常務執行役員を兼務しております。なお、当社と各社との間には、特別な関係はあり
ません。
・取締役（監査等委員）小林伸行は、栄伸パートナーズ株式会社の代表取締役社長、株式会社東芝の社外取
締役（監査委員会委員）及び株式会社オムテックの社外監査役であります。なお、当社と各社との間には、
特別な関係はありません。
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②当事業年度における主な活動状況
主な活動状況及び果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 小宮山宏
　当事業年度に開催された取締役会12回のうちすべてに出席いたしました。
　東京大学総長等を歴任された同氏は、化学工業、地球環境及び資源・エネルギーな
どの幅広い分野での高度な専門的知識を活かし、大所高所からの指導・助言を行うと
共に独立した観点からの経営監視を行っております。

取締役 曽根泰教
　当事業年度に開催された取締役会12回のうちすべてに出席いたしました。
　慶應義塾大学教授等を歴任された同氏は、海外での経験から幅広い分野での高度な
専門知識を生かし、取締役会において意思決定の妥当性、適正性を確保するための発
言、提起を行うと共に独立した観点からの経営監視を行っております。

取締役（監査等委員） 荒竹純一

　当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に出席し、監査等委員会５回のう
ちすべてに出席いたしました。
　弁護士としての専門的知識を活かし取締役会において、意思決定の妥当性・適正性
を確保するための発言・提言を行っております。
　また、監査等委員会委員長として内部統制システムの運用状況についても助言・提
言を行うと共に、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行
っております。

取締役（監査等委員） 大上二三雄

　当事業年度に開催された取締役会12回のうち10回に出席し、監査等委員会５回のう
ち３回に出席いたしました。
　経営に関する知識や専門知識を活かし、取締役会において、意思決定の妥当性・適
正性を確保するための発言・提言を行うと共に独立した観点からの経営監視を行って
おります。
　また、監査等委員会においては、監査結果についての意見交換、監査に関する重要
事項の協議等を行っております。

取締役（監査等委員） 小林伸行

　当事業年度に開催された取締役会12回のうち10回に出席し、監査等委員会５回のう
ちすべてに出席いたしました。
　公認会計士としての専門的な知識と長年の経験を活かし、取締役会において意思決
定の妥当性、適正性を確保するための発言、提起を行うと共に独立した観点からの経
営監視を行っております。
　また、監査等委員会においては、監査結果についての意見交換、監査に関する重要
事項の協議等を行っております。
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5.会計監査人の状況
　

（1）名称 東陽監査法人

（2）報酬等の額
　

区 分 支 給 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 28百万円

（注）1．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどう
かについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

2．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

　
（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める事由のいずれかに該当すると判断した場
合に監査等委員全員の同意により会計監査人を解任するほか、会計監査人の独立性、職務遂行の状況等を勘案
し、会計監査人の適正な職務の遂行が困難であると判断した場合には、株主総会に提出する議案の内容とし
て、会計監査人の解任または不再任を決定します。

6.会社の体制及び方針
　
（1）業務の適正を確保するための体制

　

　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適
正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

　
① 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制

・当社グループでは、コンプライアンス行動指針及びコンプライアンス規程をコンプライアンス体制構築の
基盤に据え、取締役及び使用人がこれを遵守することにより、企業倫理意識の向上に努める。
・取締役会は、法令、定款及び取締役会規程に定めるところにより、法定事項及び経営方針その他業務執行
上の重要事項を決定・承認する。また、取締役は相互に職務の執行を監督することにより、法令及び定款
に反する行為を未然に防止する。
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・管理担当取締役は、当社グループのコンプライアンス体制整備及び施策推進全般を統括する。また、内部
監査グループは、社内諸規程等に定められた各種ルールの遵守状況を中心に定期的な内部監査を行う。
（当該体制の運用状況）
・当社グループでは、コンプライアンス行動指針及びコンプライアンス規程の社内研修を実施し、周知を徹
底しております。
・取締役会は原則月1回開催され、当社グループと利害関係のない独立した社外取締役が出席し相互に職務
遂行状況を報告し監督しております。
・管理担当取締役が当社グループのコンプライアンス体制を監督しており、内部監査グループは社内の諸規
程の遵守状況を中心に定期的に内部監査を実施しております。
　
②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書及びその他取締役の職務の執行に関する重要書類は、取締役会
規程、稟議規程及び文書管理規程等の関連規程に基づき、書面又は電磁的な記録により、適切に保管及び
管理を行う。また、それらの書類は、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。
（当該体制の運用状況）
・管理部門が株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書及びその他取締役の職務の執行に関する重要書類に
ついて、書面又は電磁的な記録により、適切に保管し、管理しております。
　
③ 当社及び子会社損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・取締役会は、当社グループのリスク全般の管理を統括し、内部監査グループは、各リスクの責任部署や管
理方法を規定し、リスク管理体制の明確化を図り、重要なリスクに関しては管理担当取締役と協議の上、
取締役会において審議し、各部門のリスク管理状況を把握する。
・全社的な経営危機に関わる緊急事態が発生した場合は、代表取締役を本部長とする対策本部を直ちに設置
の上、速やかに対策を講じ、会社が被る損害を防止あるいは最小限に止める。
（当該体制の運用状況）
・内部監査グループにより、各部署における重要なリスクに関しては、管理担当取締役と協議の上、取締役
会において審議し、各部署のリスク管理状況を把握しております。
・当事業年度において、経営危機に関わる緊急事態は発生しておりません。
　
④ 当社及び子会社取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制

・当社は、職務分掌規程、職務権限規程及び決裁権限に関する内規等に基づく適切な体制を構築することに
より、取締役の職務の執行の効率性を確保する。
・当社は、業務執行機能の強化を目的として執行役員制度を導入しており、業務執行に関する意思決定事項
については、取締役会において決議された職務分掌の範囲内で行う。
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・当社では、定例取締役会を原則月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を適時開催し、機動的な
意思決定を行う。
・当社では、職務執行の公正性を監督する機能を強化するため、取締役会に独立した立場の社外取締役を含
める。
（当該体制の運用状況）
・当社は、取締役の職務の執行の効率性を確保するため、職務分掌規程、職務権限規程及び決裁権限に関す
る内規等に基づく適切な体制を構築しております。
・執行役員制度に基づき、業務執行に関する意思決定事項は取締役会において決議された職務分掌の範囲内
で行っております。
・当社では取締役会を原則月1回開催しており、必要に応じて、臨時取締役会を適時開催しております。
・当社の取締役会には、独立した立場の社外取締役が出席し、独立した立場より意見を述べるなど経営監視
を行っております。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・管理部門は、子会社の管理機能を所管し、関係会社管理規程に基づき適切な子会社の業務執行管理を行う。
・子会社の取締役は、当社の取締役を兼務しており、当社の取締役会にて子会社の業務状況に関する定期的
な報告を行う。また、子会社の監査役は法令に従い監査を行う。
・内部監査グループは、当社グループ内部監査規程に基づき業務の適正性を監査する。
・子会社の資金管理については、当社にて一括して行うこととし、資金の統制及び効率化を図る。
（当該体制の運用状況）
・管理部門は、関係会社管理規程に基づき、子会社の業務執行の管理を行っております。
・子会社の取締役は、当社の取締役を兼務しており、当社の取締役会にて子会社の業務状況に関する定期的
な報告を行っております。また、子会社の監査役は法令に従い監査を実施しております。
・内部監査グループは、当社グループ内部監査規程に基づき、業務の適正性の監査を実施しております。
・子会社の資金管理については、当社管理部門が一括して実施しております。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役
及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当
該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・監査等委員会の職務は、内部監査グループにおいてこれを補助する。
・内部監査グループの使用人の任命、異動及び人事考課については、監査等委員会の事前同意を得た上で決
定する。
・内部監査グループの使用人は、監査等委員会の職務を補助するに際しては、監査等委員会以外の者からの
指揮命令を受けずに遂行するものとする。
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（当該体制の運用状況）
・監査等委員と内部監査グループは原則月１回情報交換を行い、監査等委員会の職務を補助しております。
・内部監査グループの使用人の任命、異動及び人事考課を行う際は、監査等委員会の事前同意が必要となっ
ております。
・監査等委員会の職務を補助するに際しては、監査等委員会以外の者からの指揮命令は受けずに遂行してお
ります。

⑦ 監査等委員でない取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制、
その他の監査等委員会への報告に関する体制

・監査等委員会の職務の効果的な遂行のため、監査等委員でない取締役及び担当部門は、以下の事項につき、
監査等委員会に定期的な報告を行うとともに、当社の業務に重大な影響を及ぼす事実を発見もしくはその
発生の恐れがあると判断したときは、速やかに監査等委員会に報告する。
1） 経営、事業及び財務の状況並びに業績及び業績見込み
2） 法令及び定款に違反する重大な事実
3） 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及びその他経営に係る重要な発生事実等

・監査等委員会が適切な監査を行う上で必要な情報を適時入手できるよう、以下の体制を整備する。
1） 原則として毎月開催される取締役会及び重要会議への出席
2） 重要決裁書類等の閲覧
3） その他、監査等委員が適切な監査を行う上で必要な情報の提供

（当該体制の運用状況）
・取締役及び担当部門は、原則月１回開催される取締役会で監査等委員に定期的な報告を実施しております。
・監査等委員は原則月１回開催される取締役会及び重要会議へ出席し、重要な情報の提供を受けております。

⑧ 監査等委員会及び子会社監査役に報告した者が当該報告したことを理由として
不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

・当社グループは、当社の監査等委員会及び子会社の監査役への報告を行った当社グループの取締役及び使
用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グルー
プの取締役及び使用人に周知徹底する。
（当該体制の運用状況）
・当社グループの監査等委員会及び子会社の監査役への報告を行った取締役及び使用人に対して、不利な取
り扱いを禁止する旨、周知徹底するため、社内研修を実施しております。
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⑨ 監査等委員の職務執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当
該職務の執行について生ずる費用又は償還の処理に係る方針に関する事項

・当社は、監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は償還の処理については、監査等委員の請求に従い円滑に行う。
（当該体制の運用状況）
・当事業年度において監査等委員の職務執行についての費用の発生はありません。
　
⑩ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・代表取締役、会計監査人との定期的な意見交換会の開催、取締役及び執行役員等重要な使用人からの職務
執行状況の個別聴取など、監査等委員会が必要な情報収集を行える体制を確保する。
（当該体制の運用状況）
・監査等委員は取締役会に出席し定期的に意見交換を行っております。また、原則四半期に１回会計監査人
との意見交換会を実施しております。
　
⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況
・当社グループでは、企業活動における法令等の遵守を定めたコンプライアンス行動指針に基づき、反社会
的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、同勢力とは取引関係その他一切の関係を持たず不当要求に対
して断固として拒絶する社内体制を整備する。
（当該体制の運用状況）
・反社会的勢力との関係を持たない社内体制を周知しており、当事業年度において反社会的勢力との関係は
ありません。

　
（2）剰余金の配当等の決定に関する方針

　

　当社は、株主の皆さまへの利益還元を重要課題と認識しており、安定配当と企業価値の向上を基本方針とし
ております。
　配当金額につきましては、業績、配当性向及び経営環境等を総合的に勘案して決定いたします。
　内部留保金につきましては、企業価値の向上を図るための投資に活用してまいります。
　上記の方針の下、当期の配当につきましては、１株当たり年間配当40円（１株当たり中間配当は15円、１
株当たり期末配当は25円）といたします。
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連結貸借対照表
（単位：千円）

科 目 第44期
2021年3月31日現在

資産の部

流動資産 9,616,030

現金及び預金 7,923,883

売掛金 1,366,058

有価証券 3,212

商品及び製品 6,194

仕掛品 8,226

原材料及び貯蔵品 2

その他 312,981

貸倒引当金 △4,528

固定資産 2,884,030

有形固定資産 42,981

建物及び構築物 28,505

工具、器具及び備品 6,766

その他 7,709

無形固定資産 35,428

投資その他の資産 2,805,620

投資有価証券 2,226,040

破産更生債権等 120,009

繰延税金資産 379,691

その他 203,289

貸倒引当金 △123,409

資産合計 12,500,060

（単位：千円）

科 目 第44期
2021年3月31日現在

負債の部

流動負債 1,436,356

買掛金 24,956

営業未払金 555,557

未払法人税等 268,334

その他 586,366

返品調整引当金 1,141

固定負債 3,858

負債合計 1,440,215

純資産の部

株主資本 11,057,757

資本金 2,669,000

資本剰余金 2,466,023

利益剰余金 6,545,386

自己株式 △622,652

その他の包括利益累計額 △43,412

その他有価証券評価差額金 △43,412

非支配株主持分 45,500

純資産合計 11,059,845

負債純資産合計 12,500,060
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連結損益計算書
（単位：千円）

科 目 第44期
2020年4月1日から2021年3月31日まで

売上高 7,205,125
売上原価 2,757,914
売上総利益 4,447,211
返品調整引当金繰入額 1,141
差引売上総利益 4,446,069
販売費及び一般管理費 3,022,566
営業利益 1,423,503
営業外収益
受取配当金 84,593
為替差益 17,944
その他 13,839 116,377
営業外費用
投資有価証券評価損 15,705
その他 123 15,828
経常利益 1,524,051
税金等調整前当期純利益 1,524,051
法人税、住民税及び事業税 473,859
法人税等調整額 △16,722 457,137
当期純利益 1,066,914
非支配株主に帰属する当期純利益 45,133
親会社株主に帰属する当期純利益 1,021,781
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連結株主資本等変動計算書

第44期（2020年4月1日から2021年3月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,669,000 2,466,023 5,811,531 △622,471 10,324,082

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △287,925 △287,925
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,021,781 1,021,781

自己株式の取得 △180 △180
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額）
当連結会計年度変動額合計 ― ― 733,855 △180 733,674

当連結会計年度末残高 2,669,000 2,466,023 6,545,386 △622,652 11,057,757

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 △95,980 △95,980 145,417 10,373,519
当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △287,925
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,021,781

自己株式の取得 △180
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額） 52,568 52,568 △99,916 △47,348

当連結会計年度変動額合計 52,568 52,568 △99,916 686,326

当連結会計年度末残高 △43,412 △43,412 45,500 11,059,845
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 1社
・主要な連結子会社の名称 株式会社SoWhat
② 非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社の状況
　該当事項はありません。
② 持分法を適用した関連会社の状況
該当事項はありません。

③ 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
　該当事項はありません。

（3）連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
該当事項はありません。

（4）連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（5）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)によっております。
・時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。
ロ．たな卸資産
・商品、製品、仕掛品及び貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）によっております。
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く） 定率法によっております。

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年4
月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 3〜50年
工具、器具及び備品 2〜15年

ロ．無形固定資産
　・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。
　・その他の無形固定資産 定額法によっております。
ハ．長期前払費用 定額法によっております。
③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

ロ．返品調整引当金 将来の返品による損失に備えるため、過去の返品実績率に基づく損失見込額を計
上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
　受注制作のソフトウェアの計上基準
・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクト

進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）によっております。
・その他のプロジェクト 検収基準によっております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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２．表示方法の変更
連結損益計算書
前連結会計年度において、区分掲記して表示しておりました「出資金運用益」は重要性が乏しくなったため、当連結会計年度よ
り、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。
なお、当連結会計年度の「出資金運用益」は10,842千円であります。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度の年度末に係る連結計
算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
・当連結会計年度計上額
繰延税金資産 379,691千円
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
当社は収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得等に基づいて、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。当該回収可能
性の判断は、事業計画に基づく将来の課税所得の見積りを前提としております。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額
が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 172,461千円
（2）当社は、効率的な資金調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額の総額 500,000千円
借入の実行残高 ―千円
　 差引差額 500,000千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 10,649千株 ―千株 ―千株 10,649千株
　

（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,051千株 0千株 ―千株 1,051千株
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（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等
イ．2020年5月15日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 143,963千円
・１株当たり配当額 15円00銭
・基準日 2020年3月31日
・効力発生日 2020年6月4日

ロ．2020年10月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 143,962千円
・１株当たり配当額 15円00銭
・基準日 2020年9月30日
・効力発生日 2020年12月1日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2021年5月14日開催の取締役会において次のとおり決議の予定であります。
・配当の原資 利益剰余金
・配当金の総額 239,935千円
・１株当たり配当額 25円00銭
・基準日 2021年3月31日
・効力発生日 2021年6月3日

６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組指針
　当社グループは、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。
② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨
建ての営業債権は、為替変動のリスクに晒されております。
　有価証券及び投資有価証券は、純投資目的のその他有価証券や業務上の関係を有する企業の株式であり、投資先の信用リス
ク、為替リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び営業未払金は、そのほとんどが1ヶ月以内の支払期日であります。
③ 金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、営業債権について、担当部署が取引相手ごとに期日及び残高を管理しております。
・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案し
て保有状況を継続的に見直しております。
・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管
理しております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
　2021年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を
把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）2.参照）。

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 7,923,883 7,923,883 －

（2）売掛金 1,366,058 1,366,058 －

（3）破産更生債権等 120,009

貸倒引当金（＊1） △120,009

破産更生債権等（純額） － － －

（4）有価証券及び
　 投資有価証券 2,207,079 2,207,079 －

資産計 11,497,020 11,497,020 －

（1）買掛金 24,956 24,956 －

（2）営業未払金 555,557 555,557 －

（3）未払法人税等 268,334 268,334 －

負債計 848,848 848,848 －

　（＊1）破産更生債権等に対する貸倒引当金を控除しております。
　
（注）1．金融商品の時価の算定方法
　資 産
（1）現金及び預金、（2）売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（3）破産更生債権等
　破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しており、時価は決算日における貸借対照表価額から
現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもって時価としています。

（4）有価証券及び投資有価証券
　時価については取引所の価格によっております。

　負 債
（1）買掛金、（2）営業未払金、（3）未払法人税等
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

2021年05月19日 20時45分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

32

2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

①非上場株式（＊1） 18,960

②組合出資金（＊2） 3,212
　

（＊1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしており
ません。

（＊2）組合出資金については、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されている為、時
価開示の対象とはしておりません。
３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

1年以内（千円） 1年超5年以内（千円） 5年超10年以内（千円） 10年超（千円）

現金及び預金 7,923,883 － － －

売掛金 1,366,058 － － －

有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの

その他 3,212 － － －

合 計 9,293,153 － － －
　
７．1株当たり情報に関する注記
（1）1株当たりの純資産額 1,147円63銭
（2）1株当たりの当期純利益 106円46銭
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貸借対照表
（単位：千円）

科 目 第44期
2021年3月31日現在

資産の部

流動資産 9,583,743

現金及び預金 7,845,455

売掛金 1,366,057

有価証券 3,212

商品及び製品 6,194

仕掛品 8,226

原材料及び貯蔵品 2

その他 359,123

貸倒引当金 △4,528

固定資産 2,961,048

有形固定資産 36,777

建物及び構築物 23,753

工具、器具及び備品 5,315

その他 7,709

無形固定資産 35,428

投資その他の資産 2,888,841

投資有価証券 2,226,040

関係会社株式 4,950

長期貸付金 100,000

破産更生債権等 120,009

繰延税金資産 369,515

その他 191,736

貸倒引当金 △123,409

資産合計 12,544,792

（単位：千円）

科 目 第44期
2021年3月31日現在

負債の部

流動負債 1,567,139

買掛金 24,956

営業未払金 707,342

未払法人税等 261,464

返品調整引当金 1,141

その他 572,234

固定負債 3,858

負債合計 1,570,997

純資産の部

株主資本 11,017,206

資本金 2,669,000

資本剰余金 2,466,023

資本準備金 667,250

その他資本剰余金 1,798,773

利益剰余金 6,504,835

その他利益剰余金 6,504,835

　特別償却準備金 233

繰越利益剰余金 6,504,601

自己株式 △622,652

評価・換算差額等 △43,412

その他有価証券評価差額金 △43,412

純資産合計 10,973,794

負債純資産合計 12,544,792
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損益計算書
（単位：千円）

科 目 第44期
2020年4月1日から2021年3月31日まで

売上高 7,205,124

売上原価 2,926,877

売上総利益 4,278,247

返品調整引当金繰入額 1,141

差引売上総利益 4,277,106

販売費及び一般管理費 2,977,251

営業利益 1,299,854

営業外収益

受取配当金 84,593

為替差益 17,944

その他 15,528 118,066

営業外費用

投資有価証券評価損 15,705

その他 123 15,828

経常利益 1,402,091

税引前当期純利益 1,402,091

法人税、住民税及び事業税 452,498

法人税等調整額 △27,054 425,443

当期純利益 976,647
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株主資本等変動計算書

第44期（2020年4月1日から2021年3月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合 計特別償却準備金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,669,000 667,250 1,798,773 2,466,023 467 5,815,646 5,816,113
当期変動額
剰余金の配当 △287,925 △287,925
当期純利益 976,647 976,647
特別償却準備金の取崩 △233 233 ―
自己株式の取得
株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）
当期変動額合計 ― ― ― ― △233 688,955 688,722
当期末残高 2,669,000 667,250 1,798,773 2,466,023 233 6,504,601 6,504,835
　

株主資本
評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本

合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

当期首残高 △622,471 10,328,665 △95,980 △95,980 10,232,684
当期変動額
剰余金の配当 △287,925 △287,925
当期純利益 976,647 976,647
特別償却準備金の取崩 ― ―
自己株式の取得 △180 △180 △180
株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 52,568 52,568 52,568

当期変動額合計 △180 688,541 52,568 52,568 741,110
当期末残高 △622,652 11,017,206 △43,412 △43,412 10,973,794
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個別注記表
　
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
イ．子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。
ロ．その他有価証券
・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
・時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。
② たな卸資産
・商品、製品、仕掛品及び貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）によっております。
（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法によっております。

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年4
月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 3〜50年
工具、器具及び備品 2〜15年

② 無形固定資産
・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。
・その他の無形固定資産 定額法によっております。
③ 長期前払費用 定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

② 返品調整引当金 将来の返品による損失に備えるため、過去の返品実績率に基づく損失見込額を計
上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウェアの計上基準
・当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクト

進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）によっております。
・その他のプロジェクト 検収基準によっております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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２．表示方法の変更
損益計算書
前事業年度において、区分掲記して表示しておりました「出資金運用益」は重要性が乏しくなったため、当事業年度より、営業外
収益の「その他」に含めて表示しております。
なお、当事業年度の「出資金運用益」は10,842千円であります。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年度末に係る計算書類か
ら適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
・当事業年度計上額
繰延税金資産 369,515千円
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
当社は収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得等に基づいて、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。当該回収可能
性の判断は、事業計画に基づく将来の課税所得の見積りを前提としております。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額
が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 171,589千円
（2）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
① 短期金銭債権 41,009千円
② 長期金銭債権 100,000千円
③ 短期金銭債務 154,557千円

（3）取締役に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
　 短期金銭債務 199千円

（4）当社は、効率的な資金調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。
　この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 500,000千円
借入の実行残高 ―千円
　 差引差額 500,000千円

　
５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

（1）営業収益 ー千円
（2）営業費用 423,323千円
（3）営業取引以外の取引高 1,697千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,051千株 0千株 ―千株 1,051千株

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（2021年3月31日現在）
（繰延税金資産） （単位：千円）
研究開発費 219,799
有価証券 33,984
ソフトウェア 13,718
貸倒引当金 39,174
その他有価証券評価差額金 19,159
未払事業税 19,169
その他 123,277
繰延税金資産小計 468,283
評価性引当額 △98,664
繰延税金資産合計 369,618
（繰延税金負債）
その他 103
繰延税金負債合計 103
繰延税金資産の純額 369,515

　
８．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用してお
ります。
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９．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等
　該当事項はありません。

（2）役員及び個人主要株主等
　記載すべき重要な取引はありません。

（3）子会社等

種類 会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 株式会社
SoWhat

所有
直接
50.0％

ソフトウェアの
開発・運営委託
資金の貸付
役員の兼任

ソフトウェアの
開発・運営委託 425,156 営業未払金 154,557

資金の貸付 14,000
短期貸付金 40,000

長期貸付金 100,000

利息の受取 1,097 － －
関係会社株式の
売却 145,050 － －

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
　 ２．ソフトウェアの開発・運営委託の取引価格は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。
４．株式の売却については、同社の自己株式取得によるもので、株式の譲渡価格は、第三者による株価算定の結果に基づいて
おります。

10．1株当たり情報に関する注記
（1）1株当たりの純資産額 1,143円41銭
（2）1株当たりの当期純利益 101円76銭
　
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
2021年５月12日

イ マ ジ ニ ア 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

東 陽 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐 山 正 則 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 川久保 孝 之 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、イマジニア株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日まで
の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イマジニ
ア株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。
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・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して
責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
2021年５月12日

イ マ ジ ニ ア 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

東 陽 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐 山 正 則 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 川久保 孝 之 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、イマジニア株式会社の2020年４月１日から2021年３月31
日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書
類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。
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・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書
2021年5月14日

イ マ ジ ニ ア 株 式 会 社
代表取締役社長 澄 岡 和 憲 殿

イマジニア株式会社 監査等委員会
監査等委員 荒 竹 純 一 ㊞
監査等委員 大 上 二三雄 ㊞

監査等委員 小 林 伸 行 ㊞

　当監査等委員会は、2020年4月1日から2021年3月31日までの第44期事業年度の取締役の職務の執行について監査いたし
ました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）の状況について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的
に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
（1）監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査グループとの連携の上、重要な会議に出席し、

取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

（2）会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められませ

ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以上

（注）監査等委員荒竹純一、大上二三雄及び小林伸行は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に定める社外取締役であり

ます。

　
　以 上
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第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）
５名選任の件

　現取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名全員は、本定時株主総会の終結の時をもって、任期満了と
なりますので、改めまして、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名の選任をお願いいたしたいと存じ
ます。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりであります。

再 任

1 澄
す み

岡
お か

和憲
か ず の り

生年月日
1973年7月25日
当社株式所有数
67,600株

◆略歴、当社における地位及び担当
1996年４月 当社入社
2003年２月 当社執行役員 モバイルインターネット事業グループ

オペレーションチーム マネージャー
2003年６月 当社取締役
2005年６月 当社取締役常務執行役員
2006年６月 当社代表取締役社長兼COO
2019年６月 当社代表取締役社長兼CEO（現任）

再 任

2 神
か み

藏
く ら

孝之
た か ゆ き

生年月日
1956年3月1日
当社株式所有数
303,300株

◆略歴、当社における地位及び担当
1986年１月 当社設立代表取締役社長
2005年６月 当社代表取締役執行役員社長
2006年６月 当社代表取締役会長兼CEO
2019年６月 当社取締役会長 ファウンダー（現任）

再 任

3 笹
さ さ お か

岡 繁博
し げ ひ ろ

生年月日
1952年8月25日
当社株式所有数
20,000株

◆略歴、当社における地位及び担当
1975年４月 笹岡薬品株式会社入社
1987年３月 同社代表取締役社長
1995年６月 当社監査役
2010年６月 当社常勤監査役
2016年６月 当社取締役兼専務執行役員
2019年６月 当社取締役（現任）

2021年05月19日 20時45分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



47

再 任

4 小宮
こ み や ま

山 宏
ひろし

生年月日
1944年12月15日
当社株式所有数
21,000株

社外取締役候補者

◆略歴、当社における地位及び担当
2005年４月 東京大学総長
2009年４月 株式会社三菱総合研究所理事長（現任）
2010年６月 信越化学工業株式会社社外取締役（現任）
2015年６月 当社社外取締役（現任）
◆重要な兼職の状況
株式会社三菱総合研究所 理事長
信越化学工業株式会社 社外取締役
◆社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
小宮山宏氏を社外取締役候補者とした理由につきましては、東京大学第
28代総長として改革に取り組まれた大学経営における豊富な経験に加え、
化学工業、地球環境及び資源・エネルギーなどの幅広い分野での高度な専
門的知識を有しておりますので、当社の経営に対して大所高所からの指
導・助言を行うことができ、併せて独立した客観的な観点から経営の監督
を行うことができると判断したためであります。
なお、同氏は、社外取締役又は社外監査役となること以外の方法で会社の
経営に関与されたことはありませんが、上記の理由により、当社の社外取
締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

再 任

5 曽
そ ね

根 泰教
や す の り

生年月日
1948年１月11日
当社株式所有数
－株

社外取締役候補者

◆略歴、当社における地位及び担当
1985年４月 慶應義塾大学法学部教授
1994年３月 公益財団法人松下幸之助記念志財団評議員（現任）
1994年４月 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授
2012年４月 日本アカデメイア運営幹事（現任）
2012年６月 公益財団法人日本生産性本部評議員（現任）
2018年４月 慶應義塾大学名誉教授（現任）
2018年６月 当社社外取締役（監査等委員）
2020年６月 当社社外取締役（現任）
◆重要な兼職の状況
慶應義塾大学 名誉教授
公益財団法人松下幸之助記念志財団 評議員
日本アカデメイア 運営幹事
公益財団法人日本生産性本部 評議員
◆社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
曽根泰教氏を社外取締役候補者とした理由につきましては、慶應義塾大学
の教授を務められ、海外の著名な大学での研究員をされた経験から、国内
外に幅広い人脈と高い見識を有しており、当社の経営に対して大所高所か
らの指導・助言を行うことができ、併せて独立した客観的な観点からの経
営の監督を行うことができると判断したためであります。
なお、同氏は、会社の経営に直接関与されたことはありませんが、大学教
授としての豊富な経験・知識等から、当社経営に対する有効な助言等を期
待し、当社の社外取締役として選任をお願いするものであります。
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（注）1．各取締役候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。
2．小宮山宏氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は、同氏を東京証券取引所が定める独立役員として指定し、同証
券取引所に届け出ております。

3．曽根泰教氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は、同氏を東京証券取引所が定める独立役員として指定し、同証
券取引所に届け出ております。

4．社外取締役候補者の独立性について
　（1）小宮山宏氏は、過去10年間に当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるものを除く。）と

なっていたことはありません。また、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割もしくは事業の譲受けにより当社が権利義
務を承継した会社において、当該合併等の直前に業務執行者であったことはありません。

　（2）小宮山宏氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また過去２年間に受け
ていたこともありません。

　（3）小宮山宏氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるものを除く。）の配偶者、三親
等以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

　（4）曽根泰教氏は、過去10年間に当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるものを除く。）と
なっていたことはありません。また、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割もしくは事業の譲受けにより当社が権利義
務を承継した会社において、当該合併等の直前に業務執行者であったことはありません。

　（5）曽根泰教氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また過去２年間に受け
ていたこともありません。

　（6）曽根泰教氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるものを除く。）の配偶者、三親
等以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

5．小宮山宏氏が社外取締役に再任された場合は、当社は同氏との間で職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、
会社法第427条第1項の取締役の賠償責任を法令の定める最低責任限定限度額とする旨の契約を継続する予定であります。

6．小宮山宏氏の在任期間は、本総会終結の時をもって６年となります。
7．曽根泰教氏が社外取締役に再任された場合は、当社は同氏との間で職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、
会社法第427条第1項の取締役の賠償責任を法令の定める最低責任限定限度額とする旨の契約を継続する予定であります。

8．曽根泰教氏の在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。
9．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責
任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険契約により填補することとしております。各
候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、被保険者の保険料負担はありません。なお、
2022年４月に同内容での更新を予定しております。
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第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

　現監査等委員である取締役のうち小林伸行氏は、本定時株主総会の終結の時をもって、任期満了となりますの
で、改めまして監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役の候補者は次のとおりであります。

再 任

小
こ ば や し

林 伸行
の ぶ ゆ き

生年月日
1950年3月22日
当社株式所有数
1,000株

社外取締役候補者

◆略歴、当社における地位及び担当
1985年３月 株式会社オムテック社外監査役（現任）
2018年３月 栄伸パートナーズ株式会社代表取締役社長（現任）
2019年６月 当社取締役(監査等委員)（現任）
2019年６月 株式会社東芝社外取締役(監査委員会委員)（現任）
◆重要な兼職の状況
　栄伸パートナーズ株式会社 代表取締役社長
　株式会社東芝 社外取締役（監査委員会委員）
　株式会社オムテック 社外監査役
◆社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
小林伸行氏を社外取締役候補者とした理由につきましては、同氏は公認会
計士として専門的な知識並びに長年の経験を有しており、他の企業におい
て社外監査役の経験も有しております。こうした高度な知識と豊富な経験
を生かし、当社の経営全般の監視及び、経営に対する有効な助言等を期待
し、監査等委員である取締役として選任をお願いするものであります。

（注）1．候補者と当社の間には特別な利害関係はありません。
2．小林伸行氏は、社外取締役候補者であります。
3．社外取締役候補者の独立性について
（1）小林伸行氏は、過去10年間に当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるものを除く。）と

なっていたことはありません。また、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割もしくは事業の譲受けにより当社が権利義
務を承継した会社において、当該合併等の直前に業務執行者であったことはありません。

（2）小林伸行氏は、当社と当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また過去２年間に受けて
いたこともありません。

（3）小林伸行氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるものを除く。）の配偶者、三親
等以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

4．小林伸行氏が社外取締役に再任された場合は、当社は同氏との間で職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、
会社法第427条第１項の取締役の賠償責任を法令を定める最低責任限定限度額とする旨の契約を継続する予定であります。

5．小林伸行氏の当社の社外取締役（監査等委員）の在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。
6．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責
任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険契約により填補することとしております。候
補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、被保険者の保険料負担はありません。なお、
2022年４月に同内容での更新を予定しております。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取
締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付
与のための報酬決定の件

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、2016年６月24日開催の第39回定時株主
総会において、年額300百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）とご承認いただ
いております。
　今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役
を除く。以下「対象取締役」という。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるととも
に、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上記の報酬枠の範囲内にて、対象取締役に対し
て、新たに譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給することとしたいと存じます。
　本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権とし、その総額
は、年額60百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）といたします。また、各対象
取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会において決定することといたします。
　なお、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は５名（うち社外取締役２名）でありますが、第１
号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）は５名（うち社外取締役２名）となります。
　また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭報酬債権の全部を現物出資
財産として払込み、当社の普通株式について発行又は処分を受けるものとし、これにより発行又は処分をされる
当社の普通株式の総数は年47,000株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式の株式分
割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その他譲渡制限付株式として発行又は
処分をされる当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整す
る。）といたします。
　なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普
通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として当該普通株
式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会において決定します。また、こ
れによる当社の普通株式の発行又は処分並びにその現物出資財産としての金銭報酬債権の支給に当たっては、当
社と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」という。）を締結す
ることを条件とします。また、本議案における報酬額の上限、発行又は処分をされる当社の普通株式の総数その
他の本議案に基づく対象取締役への譲渡制限付株式の付与の条件は、上記の目的、当社の業況、当社の取締役の
個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針（なお、本議案が承認可決された場合には、ご承認いただいた内
容とも整合するよう、当該方針を後述【ご参考】欄に記載の内容に変更する予定です。）その他諸般の事情を考
慮して決定されており、相当であると考えております。
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【本割当契約の内容の概要】
（１）譲渡制限期間
対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日より当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会
が予め定める地位を退任又は退職する時点までの間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当を
受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはな
らない（以下「譲渡制限」という。）。
（２）退任又は退職時の取扱い
対象取締役が当社の取締役会が予め定める期間（以下「役務提供期間」という。）の満了前に当社の取締役会が
予め定める地位を退任又は退職した場合には、その退任又は退職につき当社の取締役会が正当と認める理由があ
る場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。
（３）譲渡制限の解除
上記（１）の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が、役務提供期間中、継続して、当社又は当社子会社の役
職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、譲
渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、①当該対象取締役が、当社の取締役会が正当
と認める理由により、役務提供期間が満了する前に当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が
予め定める地位を退任又は退職した場合、又は②当該対象取締役が役務提供期間の満了後においても、譲渡制限
期間の満了前に当社の取締役会が正当と認める理由以外の理由により、当社又は当社子会社の役職員の地位のう
ち当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡
制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。また、当社は、上記の定めに従い譲渡制限
が解除された直後の時点において、なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。
（４）組織再編等における取扱い
上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会
社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織
再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合に
は、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて
合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、
当社は、上記に定める場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制限が解除されていない本割当株
式を当然に無償で取得する。
（５）その他の事項
本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。
また、当社は、本株主総会終結の時以降、上記の譲渡制限付株式と同様の譲渡制限付株式を、当社の取締役を兼
務しない執行役員及び従業員に対し、割り当てる可能性があります。
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【ご参考】
本議案が承認可決された場合に変更予定の当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針は次の
とおりであります。
（１）基本方針
取締役の報酬等の額の決定について、以下を基本方針とする。
・職責及び貢献に見合う報酬であること
・企業価値の向上を促す報酬体系であること
・同業他社の水準を踏まえ、優秀な人材を確保できる報酬であること
取締役（監査等委員である取締役を除く。) の報酬等は金銭による固定報酬及び賞与並びに非金銭報酬とし、業
績連動報酬は支給しない。
（２）取締役の個人別の金銭報酬の額およびその付与時期または条件の決定に関する方針
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等のうち金銭報酬は、月例の固定報酬及び毎年1回一定の時期
に支給する賞与のみとし、その金額は、役位、職責、貢献に応じて他社水準、当社の業績を考慮しながら、総合
的に勘案して決定する。
（３）取締役の個人別の非金銭報酬の内容および額または数の算定方法およびその付与時期または条件の決定
に関する方針
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等のうち非金銭報酬は、譲渡制限付株式とし、取締役（監査
等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対して譲渡制限付株式付与のために支給する金銭債権の総額は
年額60百万円以内（使用人兼務役員の使用人部分を除く。）、かつ、当社が新たに発行又は処分する普通株式の総
数は年47,000株以内（但し、普通株式の株式分割（無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その他譲
渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総
数を、合理的な範囲で調整する。）とする。取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会におい
て決定する。
（４）金銭報酬の額または非金銭報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
金銭報酬と非金銭報酬の割合は、取締役の個人別の金銭報酬の額を参考として、取締役会にて決定する。
（５）取締役の個人別の報酬額についての決定方法
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額及び非金銭報酬の配分は、取締役会の決議により
決定する。

以上
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トップページ 事業紹介株主・投資家情報

事業年度の末日 3月31日

定時株主総会 毎年6月

定時株主総会の基準日 3月31日

配当金受領株主確定日 3月31日及び中間配当を行うときは9月30日

１単元の株式の数 100株
公告方法 電子公告

公告掲載URL https://www.imagineer.co.jp/
ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告ができない場
合は、日本経済新聞に掲載します。

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電話照会先） 電話 0120-782-031 （フリーダイヤル）

■ 住所変更、単元未満株式の買取・買
増等のお申し出先について
株主様の口座のある証券会社にお申し出く
ださい。
なお、証券会社に口座がないため特別口座
が開設されました株主様は、特別口座の口
座管理機関である三井住友信託銀行株式会
社にお申し出ください。

■ 未払い配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株
式会社にお申し出ください。

ホームページのご案内
　

　当社ホームページでは、事業内容、企業情報など様々な情報を発信しております。「株主・投資家情報」のペ
ージでは最新の決算概要資料や業績ハイライトなどを掲載しております。皆さまのアクセスをお待ちしておりま
す。

　

イマジニア：https://www.imagineer.co.jp/
SoWhat：https://www.sowhat-inc.com/

お知らせ
　

　決議の結果は、総会終了後、当社ホームページに掲載、又は臨時報告書で開示いたします。
　決議通知は、お送りしませんので、ご了承くださいますようお願い申しあげます。
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

株主総会会場ご案内図

最寄り駅から会場までのアクセス
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ベルサール新宿グランド
コンファレンスセンター

（住友不動産新宿グランドタワー内）

交通機関のご案内

開催日時

開催場所

2021年６月18日（金）午前10時 （受付開始 午前9時）

東京都新宿区西新宿八丁目17番１号
住友不動産新宿グランドタワー５階
ベルサール新宿グランド コンファレンスセンター
TEL 03-3362-4792

● ‌�お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

丸ノ内線　 西新宿駅 １番出口　 徒歩約３分
大江戸線　 都庁前駅 Ｅ４出口　 徒歩約７分

005_7008801102106.indd   1005_7008801102106.indd   1 2021/05/19   16:09:402021/05/19   16:09:40


